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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、東アジアが世界の水産物フードシステムの生産拠点化している実態を分析し、周辺

国及び世界の水産業との間にどのような分業関係を結び、競争性を維持しようとしているかを

明らかにした。水産業クラスターの発展は、漁業・養殖業の効率化を促し、水産物貿易の流れ

を複雑化させ、水産物消費の形態を変えた。分業、貿易、食の安全、資源、環境、文化を視野

に入れた、国境を越えたフードシステムのマネージメントが求められている。 
 
研究成果の概要（英文）：  
This study was to clarify how supply and value chains of fisheries products have developed 
in East Asia, and how their production centers have established workable and competitive 
networks of division of labor at regional and global levels. A cluster of fisheries 
industries urges a structural change of capture fisheries and aquaculture. Fisheries 
trade becomes a complexity, and in ever-growing East Asian markets consumption of seafood 
has rapidly changed its patterns and increased in volume.  It is necessary to manage the 
supply and value chains of fisheries products on global and regional scale, considering 
division of labor, trade, food safety, resource sustainability, environment, and culture. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、東アジアに生産拠点を構える日本
型水産物フードシステムが、様々な点で危機
に直面しているのではないか、今後の日本の
水産分野の「食料の安全保障」を考える上で、
東アジアとの水産物の貿易の動きと、水産業

の分業化に関する実証的な研究が必要とさ
れる、という認識から出発している。次の６
点を問題意識としてもっていた。 
（1）日本型水産物フードシステムを支える
海外輸入水産物 

日本の水産物市場では、高次加工・低価格な
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水産食品に対する需要が強くなっている。家
庭内消費はもとより、中食・外食などの業務
用では、輸入加工品を用いるビジネスモデル
が確立されている。調理のしやすい、食べや
すい輸入水産商品の需要が拡大している。 
（2）日本向け水産物供給の混乱 
世界の水産業の生産・流通構造が変化し、水
産物需給構造も大きく変わっている。中国、
東南アジア諸国などの新興国では国民１人
当たりの所得の増加を背景に、また、欧米先
進国では消費者の健康志向が高まって、水産
物に対する需要が増えている。海外市場にお
いて、日本が水産物を買い付けられない、「買
い負け」現象が広がっている。 
（3）東アジアにおいて生産拠点化が進行 
日本を含む世界の漁業先進国の多くが水産
加工及び食品製造の拠点を東アジアに構え
ている。そのため、特に中国とタイでは、海
外から大量の安価・良質な原魚や半製品を輸
入し、保税区・再輸出型の水産食品製造業を
発展させている。 
（4）食品関連産業の集積が進む東アジア 
高度な衛生管理技術、多種多様な製品開発技
術を備えた大規模企業群が東アジアにおい
て発展している。水産資源の賦存量、賃金水
準の低さに加え、資本と技術の集積の効果を
発揮している。拠点国では、集積した企業間
でネットワーク経済効果が働いている。 
（5）拠点国と域内外漁業国との分業関係 
拠点国を中心にした原料・半製品の調達ルー
トが世界中をカバーしている。漁業・養殖生
産との分業関係が、開発途上国及び先進国を
も巻き込んで発展している。拠点国を頂点に
した分業関係のダイナミズムが働いている。 
（6）水産物貿易のリージョナル化－異質な
流通構造の併存 

水産食品製造企業が、高度な加工食品の輸出
を増やす一方、零細な漁業者・加工業者によ
る、周辺国向けの輸出指向型商品生産も活発
である。在来型商品を扱うこの種の貿易は、
「周辺貿易」と特徴づけられる。東アジアの
零細な沿岸漁業、養殖業を巻き込んだ貿易関
係の拡大、新しい分業関係が進展している。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、水産物需給の逼迫が予測さ
れるなか、東アジアが世界の水産物フードシ
ステムの生産拠点として発展している実態
を明らかにし、周辺地域および世界の水産業
との間で今後どのように分業関係を変化さ
せ、その競争性を維持しようとするのかを分
析することである。本研究で扱う東アジアは、
極東アジア（ロシアを除く）及び東南アジア
を含む地域である。 
 
３．研究の方法 
次の４つの目的を掲げ、それらを明らかにす

るための課題を設定した。 
（1）目的１：水産食品製造業の生産拠点国
において、輸出指向型企業を調査し、生産
動向、販売動向、経営戦略を明らかにする。 

①水産食品製造業の生産拠点が形成される
要因の分析。地域レベルで企業間のネットワ
ークがどのように規模の経済を働かせてい
るか。 
②輸出指向型企業の生産・販売戦略の動向に
ついて、多角化（製品及び輸出仕向け先）の
視点から検討し、日本、欧米、東アジア域内
市場のそれぞれの位置づけの変化を明らか
にする。 
（2）目的 2：製造拠点国の企業の原料集荷過
程に焦点をあて、周辺国（日本を含む）及
び世界の漁業・養殖業との間で成立してい
る分業関係を分析する。 

①生産拠点国企業の原料集荷過程の変化。 
②中国とタイの二大水産食品拠点国が周辺
国の漁業・養殖業の発展に与えたインパクト。 
（3）目的 3：東アジアの水産食料貿易のリー
ジョナル化の実態を、主に在来型食品を対
象に検討し、産地間競争について明らかに
する。 

①サブ消費市場圏と国境を越えた市場流通
システム（周辺貿易）の分析を、生鮮、活魚、
塩乾魚などを中心に行う。 
②国境を越えた産地間競争の実態分析。交
通・通信インフラの整備が進み、水産物が東
アジアの都市消費市場、あるいは、サブ消費
市場に向けて周辺国から供給されている。 
（4）目的 4：日本の食糧の安全保障の観点か
ら、東アジア水産業との間の新しい分業関
係のあり方を提示する。 

 
４．研究成果 
（1）目的１の成果： 
①大規模化する食品産業と柔軟な国際分業
化対応 
水産食品製造業も規模の経済、集積効果が働
き、中国、タイ、ベトナム、インドネシアな
どの特定地域に集中して立地している。原
料・半製品の調達、労働者賃金の上昇、生産
コストの変化、災害の発生等によって、製造
過程を柔軟に変更している。食品業界でも
「中国リスク」を強く意識した戦略をとる企
業が増えている。自社工場に委託加工を行う
協力工場を入れたネットワーク網を作って
いる日系企業が増えている。生産過程の一部
を中国からタイ、ベトナム、インドネシアの
どこかに移すという動きを確認できた。東ア
ジア全域が生産拠点になりつつある。 
②輸出指向型企業の生産・販売戦略 
日本向け輸出の比率が低下する一方、EU及び
アメリカの割合が高まっている。また、東ア
ジア域内向けの生産販売体制を強化してい
る。中国に進出した日系企業のなかにも、国



 

 

内市場向けの生産体制を整え企業がある。日
本の水産物需要が減少し、水産物の価格低下
に歯止めがかからないのも原因のひとつで
ある。 
③水産業の世界標準化への対応 
カツオ・マグロ産業、カニ缶詰産業、スリミ
産業、冷凍食品産業などの分析を通して、水
産物フードチェーンにおいても「川下規定」
が世界レベルで働き、水産資源の過剰な利用
や乱獲が起こりやすい構造にある。一方、EU
やアメリカが輸入相手先に求める HACCP等の
条件、原産地証明と MSC（Marine Stewardship 
Council、海洋管理協議会）に代表される認
証の取得が必要になるケースが増えている。
環境条件の遵守、衛生基準の明確化など、食
の安全を､国境を超えて実現しようという動
きである。世界各地の輸出志向型の漁業・養
殖業は、貿易と分業関係にコントロールされ
る傾向にある。IUU(Illegal, unreported, 
and unregulated)漁業に対する規制や、資源
の減少が著しい魚種を対象とする漁業、およ
びその貿易を制限する動きもでている。 

 
図のようにシステム化されたフードチェ

ーンは､貿易関係に現れる分業関係を固定化
してしまいがちである。拠点国では、高度な
加工技術と資本投資を必要とする水産食
品・食品製造業が装置化されて発展をみるが、
低開発国や地域では､原料供給や低次加工､
さらには低賃金労働力の供給という分業関
係の底辺に位置付けられる。東アジア域内で
はこの関係がはっきりと形成されており、フ
ィリピンは水産国でありながら発展から取
り残されている。 
④東アジア水産業クラスターの東日本大震
災への対応 
2011 年３月 11 日発生した東日本大震災への
東アジア水産業クラスターの対応で特徴的
なのは、第１に、日本からの原料・半製品等
の受入を停止したこと、第２に、被災した水
産加工場を代替する形で委託加工を激増さ
せたこと、第３に、日本市場への輸出依存度

を引き下げたこと、である。東アジアに自社
工場や協力工場をもつ日本の水産食品企業
は多く、円高もあって生産拠点を海外に移す
動きが顕著になった。これは、今後の東日本
被災地の水産業復興に大きな影響を与える
ことになる。 
（2）目的２の成果： 
①漁業・養殖業にみる分業関係の深化 
東アジアでは､海面漁獲漁業と養殖業の産業
化と拠点化を背景に、分業化が予想以上に進
展していた。資源や労働力の立地に伴う単な
る商品貿易としてではなく､拠点国と周辺国
との間の役割分担に応じた工程間分業が成
立していた。養殖の食用魚種ばかりでなく、
観賞魚にまで、種苗生産、中間育成、成魚出
荷といった分業関係が、国境を越えて成立し
ていた。カツオ・マグロ漁業においては、資
本・賃労働関係の国際化とリージョナル化が
進んでいた。漁業生産では外国人労働者の雇
用がすでに一般化していた。 
②水産業クラスターの発展と原料集荷のリ
ージョナル化 
 

東アジアの食料産業クラスターは、自国にと
どまらず世界各地から原料集荷を行い、輸出
志向型の水産食品製造業を中核に発展して
きた。世界的には、生産・加工・流通におけ
るグローバルな分業関係があって成り立つ
漁業・養殖業が増えている。それが世界の水
産物貿易の流れを変え､複雑にしている。日
本の多獲性魚種生産の存立基盤は東アジア
の水産業クラスターとの分業関係にある。北
海道アキサケは東アジア拠点国に冷凍ドレ
スで輸出され加工される。秋サケの日本市場
向けの委託加工もあるが、欧米諸国向けの製
品になる割合が高い。国内完結型の水産業の
発展は考えにくくなっており、その事情は他
の先進漁業国にも共通している。 
（3）目的３の成果： 
域内消費市場圏の拡大によって在来型貿易
が活発になり、国境を越えた産地間競争が激
化した。東アジア水産物消費市場圏は予想以
上に速いスピードで成長を遂げている。鮮魚、



 

 

活魚、低次加工品など、在来的な技術､商品､
それに市場・流通網をそのまま用いた貿易体
系が拡大している。こうした貿易は、従来の
国境貿易の概念では捉えられない規模であ
り、東アジアに点在する巨大消費市場圏と周
辺国の産地という関係が広がっている。道
路・通信網の整備が進むにつれて、物流環境
が整い、市場情報を容易に得ることができる
ようになって、周辺貿易は拡大の一途をたど
っている。 

各国は、近隣諸国にある巨大市場圏向けの
輸出を活発化して、零細規模の地域農水産業
の振興をはかっている。日本も例外ではなく、
東日本大震災の発生までは、地方自治体や生
産者団体の多くが、中国を始めとする域内諸
国への農水産物輸出を奨励していた。長崎県
の長崎魚市による上海市場に向けた鮮魚輸
出が成功した事例として有名である。これま
では、周辺国が日本市場への輸出を片方向的
に行っていたが、現在では周辺貿易の双方向
性が増している。それに伴って、国境を越え
た産地間競争が一段と激しさを増している。 
（4）目的４の成果: 
①国境を越えた水産物フードシステムのマ
ネージメント 
東アジア全域で水産物貿易が活発になり、水
産業および食料産業をめぐる分業化が進展
している。国レベルで食料の安全保障を実現
する必要があるが、一方、食料の供給システ
ムがここまでグローバル化、リージョナル化
すると、一国レベルでは限界がある。食の安
全・安心を確保する取組も、国内の生産者、
流通・加工企業、量販店、外食・中食チェー
ンに加え、海外の関連企業との関係があって
始めて実現されるものである。 
 

国境を越えたフードシステムをマネージ
できる仕組み作りは緊急の課題である。食料
貿易の自由化が進み、食料生産の分業関係が
ダイナミックに前進するなかで、近代的な食
品製造業によって生産される食料品はもと
より、生鮮品、伝統的な加工品なども広く貿
易品目として流通している。それらも含めて、
安全・安心の実現を考えるべきである。日本

は、東アジアの食料産業との新しい技術協力
関係、情報交換、人材交流が欠かせない。 
②資源、環境 
東アジアでは、商品貿易が拡大する一方、資
本や技術の移転、労働力の移動も盛んになっ
ている。分業と貿易が発展するなかで、社会
制度として水産資源の持続的利用と適正な
管理を実施していけるものを備えていなけ
れば、資源の崩壊を招きやすい。沿岸漁業で
は多くの資源が崩壊の危機に瀕しているこ
とがわかった。それを防ぎながら、持続的な
水産物貿易を維持していくという課題に、東
アジア地域は直面している。 
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